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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 148,859 △2.3 12,341 10.6 13,646 13.2 8,784 20.0
24年3月期 152,364 △1.1 11,162 5.6 12,060 7.3 7,319 6.3

（注）包括利益 25年3月期 12,477百万円 （63.7％） 24年3月期 7,622百万円 （49.3％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 47.88 ― 9.0 8.5 8.3
24年3月期 39.41 ― 8.1 7.7 7.3

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 164,007 103,674 62.8 561.37
24年3月期 156,255 93,207 59.2 504.52

（参考） 自己資本   25年3月期  102,983百万円 24年3月期  92,564百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 13,025 △6,098 △7,114 6,848
24年3月期 11,739 △5,754 △5,964 6,518

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 4.00 ― 6.00 10.00 1,839 25.4 2.1
25年3月期 ― 5.00 ― 6.00 11.00 2,018 23.0 2.1
26年3月期(予想) ― 5.00 ― 6.00 11.00 21.2

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 157,500 5.8 13,800 11.8 14,500 6.3 9,500 8.1 51.79



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）当連結会計年度より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合」に該当しておりま
す。詳細は、添付資料15ページの「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 186,682,752 株 24年3月期 186,682,752 株
② 期末自己株式数 25年3月期 3,232,549 株 24年3月期 3,210,666 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 183,463,048 株 24年3月期 185,696,904 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 102,598 △0.8 8,064 23.4 10,688 29.1 7,381 36.3
24年3月期 103,414 △1.6 6,533 △5.8 8,281 △0.5 5,415 18.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 40.23 ―
24年3月期 29.16 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 139,148 85,807 61.7 467.74
24年3月期 134,519 77,690 57.8 423.45

（参考） 自己資本 25年3月期  85,807百万円 24年3月期  77,690百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件お
よび業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料4ページの「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧くだ
さい。 
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（１）経営成績に関する分析 

１）当期の概況 

 当期におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要とエコカー補助金等の政策効果により、景気に持ち直し

の動きが見られました。しかしながら、米国経済には回復が見られたものの、欧州経済は財政危機を背景に厳しい状

況が継続、アジア経済においても中国に成長鈍化傾向が見られるなど、海外経済に減速の動きが広がったことによ

り、わが国の生産、輸出は弱含みで推移いたしました。政権交代後から期末にかけては、新政権の経済政策に対する

期待から、円高の是正、株価の上昇など明るい兆しが見られたものの、総じて先行き不透明な状況が続きました。 

 当社グループの顧客需要は、自動車関連については持ち直しの動きが見られましたが、欧州経済の減速による輸出

減、一部合成樹脂関連や家電関連の需要減など一年を通じて厳しい状況で推移いたしました。 

 このような状況下、当社グループは、事業環境変化に対応し選択と集中を進める一方、２０１１年度を初年度とす

る３ヵ年計画「２０１３中期経営計画」の基本方針である、技術開発力の強化と海外展開の加速をさらに推進すると

ともに、適正な製品価格の維持と高機能・高付加価値製品の拡販、生産コストの低減に努めてまいりました。 

 技術開発力の強化につきましては、昨年７月、知的財産部を研究本部に編入することにより研究開発戦略と知的財

産戦略を融合いたしました。また、筑波研究センターを、次代を担う新規高機能製品の開発拠点としての先端技術研

究所と、生体適合素材関連製品の研究開発を担うライフサイエンス研究所の２研究所に改編すると同時に研究員を増

強し、開発体制を強化いたしました。加えて、大学や他企業との共同研究、ライフサイエンス事業関連での技術導入

についても進めてまいりました。 

 海外展開の加速につきましては、米国においてはNOF AMERICA CORPORATION（米国ニューヨーク州）の営業員・技

術員の増員、中国においては常熟日油化工有限公司（中国江蘇省）の営業部門と日油（上海）商貿有限公司（中国上

海市）の統合により、営業体制を強化いたしました。また、常熟日油化工有限公司における脂肪酸エステル（脂肪酸

誘導体）および有機過酸化物製造設備の増設工事についても計画どおり進めております。 

 以上のような経営努力を積み重ねてまいりました結果、当期の連結売上高は、１４８,８５９百万円と前期比

２.３％の減収となりましたが、連結営業利益は、高付加価値製品の拡販に加えコスト削減の効果もあり、１２,３４

１百万円と前期比１０.６％の増益、連結経常利益は、１３,６４６百万円と前期比１３.２％の増益、連結当期純利

益は、８,７８４百万円と前期比２０.０％の増益となりました。 

 以下、各事業セグメントの概況についてご説明申し上げます。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

  売上高（百万円） 営業利益（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益（百万円）

平成25年３月期  148,859  12,341  13,646  8,784

平成24年３月期  152,364  11,162  12,060  7,319

増減率（％）  △2.3  10.6  13.2  20.0



２）当期のセグメント別の概況 

（事業別業績） 

①機能化学品事業 

 脂肪酸誘導体は、国内・アジア向けを中心に需要が堅調に推移したことにより、前期に比べ売上高は増加しまし

た。 

 界面活性剤、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体は、円高による輸出減少、電子材料向けの需要低

迷により売上高は減少しました。 

 有機過酸化物は、汎用樹脂関連向けの需要が低調であったため、売上高は減少しました。 

 石油化学品は、低採算品の整理により売上高は減少しました。 

 機能性フィルム・電子材料は、大型薄型テレビ向けの需要が低調でしたが、中小型ディスプレイ向けの出荷が好調

であったことから、売上高は増加しました。 

 特殊防錆処理剤・防錆加工は、自動車向けの国内、アジア、北米の需要は好調であったものの、欧州の需要が低調

であったため、売上高は減少しました。 

 これらの結果、機能化学品事業の連結売上高は、９１,７８５百万円（前期比１.６％減）、連結営業利益は、高付

加価値製品の拡販やコスト削減の効果もあり、７,１１２百万円（前期比５.０％増）となりました。 

  

②ライフサイエンス事業 

 食用加工油脂は、製菓・製パン用機能性油脂を中心に拡販したものの、売上高は前期並みにとどまりました。 

 機能食品関連製品は、競争激化により、売上高は減少しました。 

 生体適合素材であるＭＰＣ（2-メタクリロイルオキシエチルホスホリルコリン）関連製品は、アイケア向け、化粧

品向けの輸出減少により、売上高はやや減少しました。 

 ＤＤＳ（ドラッグ・デリバリー・システム：薬物送達システム）医薬用製剤原料は、ＰＥＧ修飾剤の欧米大口需要

家向けの需要が底堅く、売上高は前期並みとなりました。 

 これらの結果、ライフサイエンス事業の連結売上高は、２３,４７１百万円（前期比３.５％減）、連結営業利益

は、適正価格の維持、円高の是正やコスト削減の効果もあり、３,８２４百万円（前期比２０.０％増）となりまし

た。 

  

③化薬事業 

 産業用爆薬類は、復興需要が本格化するまでに至らず、売上高は前期並みにとどまりました。 

 宇宙関連製品は、新型ロケット用製品の出荷が堅調に推移したことにより、売上高は増加しました。 

 防衛関連製品は、売上高が減少しました。 

 これらの結果、化薬事業の連結売上高は、３２,１５２百万円（前期比２.９％減）、連結営業利益は、品種構成に

より２,２６２百万円（前期比９.７％増）となりました。 

  

④その他の事業 

 その他の事業は、運送事業および不動産事業から構成されております。その連結売上高は、１,４５０百万円（前

期比９.３％減）、連結営業利益は、１２９百万円（前期比５４.４％増）となりました。 

  

  

機能化学品 ライフサイエンス 化薬 その他

売上高
（百万円） 

営業利益 
（百万円） 

売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

売上高
（百万円）

営業利益 
（百万円） 

売上高 
（百万円） 

営業利益
（百万円）

平成25年３月期  91,785  7,112  23,471  3,824  32,152  2,262  1,450  129

平成24年３月期  93,321  6,774  24,324  3,186  33,118  2,062  1,599  83

増減  △1,535  338  △853  638  △965  199  △149  45



３）次期の見通し 

 今後のわが国経済については、政府の景気対策による公共投資の増勢、円高是正を背景とした輸出増など景気好転

の要素もありますが、欧州金融不安の再燃、中国経済の成長鈍化など景気下押し要素もあり、今後も事業環境の不透

明感と厳しさは続くものと予測されます。 

 ２０１３年度の当社グループは、新製品開発の加速、新成長市場の開拓、効率の追求をキーワードに、多様化する

市場のニーズを的確に捉え、独創性のある製品を市場に提供できる機能材メーカーとしてさらなる進化を遂げ、信頼

され存在感のある企業グループを目指して引き続き邁進してまいります。 

 これらにより、次期の業績として、売上高は１,５７５億円、営業利益１３８億円、経常利益１４５億円、当期純

利益９５億円を予想しております。 

  

（２）財政状態に関する分析 

 １）資産、負債、純資産およびキャッシュ・フローの状況に関する分析 

  総資産は、前期末に比べ７７億円増加し、１,６４０億円となりました。主な増加は、売上債権の増加２２億円、

たな卸資産の増加１４億円、投資有価証券の増加４４億円であり、主な減少は、有形・無形固定資産の減少５億円

であります。 

  負債は、前期末に比べ２７億円減少し、６０３億円となりました。主な減少は、有利子負債の減少４７億円であ

り、主な増加は、未払法人税等の増加１１億円、繰延税金負債の増加１０億円であります。 

  純資産(少数株主持分を含む)は前期末に比べ１０４億円増加し、１,０３６億円となりました。主な増加は、当期

純利益の８７億円、その他有価証券評価差額金の増加２８億円、為替換算調整勘定の増加８億円であり、主な減少

は、配当の支払の２０億円であります。 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が２０億円増加しました。運転資金が７億円増

加、法人税等の支払の減少１２億円等により、前期に比べ１２億円の増加となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出の増加３億円、投資有価証券の取得による支出３億円

増加等があり、前期に比べ３億円の支出増となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ主に借入金の返済が増加したことによる支出の増加２６億円、

自己株式の取得による支出が１８億円減少したことなどの結果、前期に比べ１１億円の支出増となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末に比べ３億円増加し、６８億円となりました。 

  

  売上高（百万円） 営業利益（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益（百万円）

平成26年３月期  157,500  13,800  14,500  9,500

平成25年３月期  148,859  12,341  13,646  8,784

増減率（％）  5.8  11.8  6.3  8.1

  前期 当期 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  11,739  13,025  1,285

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △5,754  △6,098  △343

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △5,964  △7,114  △1,150

現金及び現金同等物に係る換算差額（百万円）  △323  519  842

現金及び現金同等物の増減額（百万円）  △303  330  633

現金及び現金同等物の期末残高（百万円）  6,518  6,848  330



２）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上さ

れている社債、転換社債、借入金およびリース債務の合計額を対象としております。また、利払いは、連結キ

ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識し、配当額の維持向上と機動的な自己株式取得・消

却に努めてまいります。内部留保につきましては、将来の株主利益確保のため、設備投資、研究開発投資および財務

体質の充実などにあてております。今後とも、収益基盤を強化し、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を図ってまいり

ます。 

 当期の期末配当金は、１株当たり６円（中間配当金を含め年間11円）とさせていただく予定であります。 

 また、次期の配当金は、基本方針は維持しつつ１株当たり年間11円 （中間配当金５円、期末配当金６円）とさせ

ていただく予定であります。 

  

（４）事業等のリスク 

 最近の有価証券報告書（平成24年６月28日提出）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略し

ております。 

   

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％）  54.5  57.0  59.2  62.8

時価ベースの自己資本比率（％）  44.5  46.1  47.3  51.5

債務償還年数（年）  1.0  1.3  1.4  0.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
 66.1  55.3  46.5  100.0



 最近の有価証券報告書（平成24年６月28日提出）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略し

ております。 

  

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「バイオから宇宙まで幅広い分野で、新しい価値を創造し、人と社会に貢献する」ことを経営理

念としております。具体的には、「環境との調和」および「製品と事業活動における安全」を前提として「総合力を

発揮し、未来を拓く先端技術と優れた商品を開発」し、「カスタマーニーズに応えた最高の品質とサービスのグロー

バルな提供」により「適切な利益水準を維持」し、株主、社員、取引先、地域社会などのステークホルダーに「公正

に還元」してまいります。 

  また、社員に挑戦と成長を求め、「意欲ある挑戦を支援する」こと等により、事業の継続的な発展を目指しており

ます。 

（２）目標とする経営指標 

 経営の主たる指標については、株主重視の視点、個別事業における業績管理など経営効率の評価基準として、株主

資本利益率（ＲＯＥ）、総資産利益率（ＲＯＡ）および売上高経常利益率を活用しております。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、新たな事業環境に対応したコスト構造の実現に向け、生産性の向上とコストダウンの徹底を図る

とともに、引き続き、当社が目指す方向であるライフサイエンス、電子・情報、環境・エネルギー等の分野へ積極的

に経営資源を投入し、持続的成長のための収益基盤の確立を進めてまいります。また、事業の基盤をなす安全の確

保、環境の保全、品質管理の徹底、コンプライアンスの強化および内部統制システムの一層の充実を図り、企業の社

会的責任を果たしてまいります。 

（４）会社の対処すべき課題 

 国内の事業環境は、少子高齢化による人口減少、製造業の海外シフトなどにより需要の大幅な拡大は見込めず、資

源・電力調達コストの上昇、海外品の流入もあり依然として厳しい状況が続いております。海外においては、米国経

済は緩やかな回復基調にあるものの、欧州経済の停滞、中国経済の成長鈍化など、先行き不透明な状況が続くと想定

されます。加えて、国内外の地域・分野ごとに市場のニーズや消費者の価値観は多様化しており、変化する市場への

対応の重要性が増しております。 

 このような情勢下、当社グループは、信頼され存在感のある企業グループとなるため、今年度は「２０１３中期経

営計画」において定めた①技術開発力の強化、②海外事業展開の加速、③収益基盤の強化、④経営システムのグロー

バル化の４つの基本方針の下、「変化への挑戦」を経営方針として掲げ、「新製品開発の加速」「新成長市場の開

拓」「効率の追求」をキーワードに各種施策を実行し、中期経営計画最終年度の所期経営目標の達成を目指します。

 また、事業効率の向上を図り市場への攻めを強化するため、電子・情報分野において、本年４月１日付けで機能フ

ィルム事業部と電材事業開発部を統合し、ディスプレイ材料事業部を発足させました。他分野におきましても、シナ

ジーの発揮により高機能・高付加価値製品の拡販、海外展開の加速をさらに進める所存です。 

 また、当社グループは、社会規範と企業倫理に則り、リスク管理、コンプライアンス、内部統制のより一層の徹

底・体制整備を図り、経営の透明性・健全性を高めてまいります。安全管理体制につきましても、見直し・強化を継

続し、安定操業に努めてまいります。 

 上記の基本戦略に基づき、さらなる事業革新を進め、国際競争力のある強靭な企業体質を築いてまいります。 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,751 6,965

受取手形及び売掛金 32,002 34,274

商品及び製品 16,303 17,296

仕掛品 3,718 3,809

原材料及び貯蔵品 8,263 8,580

繰延税金資産 2,042 2,298

その他 2,222 2,357

貸倒引当金 △182 △223

流動資産合計 71,121 75,358

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 59,727 60,624

減価償却累計額 △37,600 △39,260

建物及び構築物（純額） 22,127 21,364

機械装置及び運搬具 91,056 91,654

減価償却累計額 △80,765 △81,838

機械装置及び運搬具（純額） 10,291 9,816

土地 19,580 19,640

リース資産 464 523

減価償却累計額 △168 △237

リース資産（純額） 295 285

建設仮勘定 997 1,871

その他 14,037 13,960

減価償却累計額 △12,701 △12,695

その他（純額） 1,335 1,265

有形固定資産合計 54,627 54,243

無形固定資産   

その他 762 596

無形固定資産合計 762 596

投資その他の資産   

投資有価証券 22,846 27,298

長期貸付金 26 20

前払年金費用 4,974 4,444

繰延税金資産 434 519

その他 1,526 1,574

貸倒引当金 △63 △48

投資その他の資産合計 29,744 33,809

固定資産合計 85,134 88,649

資産合計 156,255 164,007



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 20,881 19,218

電子記録債務 － 1,492

短期借入金 8,306 3,100

1年内返済予定の長期借入金 7,475 462

リース債務 96 131

未払法人税等 1,960 3,098

未払費用 1,492 1,696

預り金 4,136 4,199

賞与引当金 2,748 2,919

資産除去債務 206 209

その他 4,329 3,930

流動負債合計 51,635 40,458

固定負債   

長期借入金 698 8,044

リース債務 248 286

繰延税金負債 5,701 6,713

退職給付引当金 3,948 4,113

執行役員退職慰労引当金 77 86

役員退職慰労引当金 191 213

資産除去債務 31 35

その他 515 381

固定負債合計 11,412 19,875

負債合計 63,047 60,333

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,742 17,742

資本剰余金 15,113 15,113

利益剰余金 57,813 64,593

自己株式 △1,254 △1,263

株主資本合計 89,413 96,185

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,189 8,025

為替換算調整勘定 △2,039 △1,227

その他の包括利益累計額合計 3,150 6,798

少数株主持分 643 691

純資産合計 93,207 103,674

負債純資産合計 156,255 164,007



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 152,364 148,859

売上原価 113,109 108,591

売上総利益 39,254 40,268

販売費及び一般管理費 28,091 27,926

営業利益 11,162 12,341

営業外収益   

受取利息 69 52

受取配当金 635 708

不動産賃貸料 281 279

為替差益 － 361

その他 709 511

営業外収益合計 1,696 1,913

営業外費用   

支払利息 247 123

為替差損 118 －

債権流動化費用 69 62

不動産賃貸費用 101 101

固定資産撤去費用 64 88

その他 196 232

営業外費用合計 799 609

経常利益 12,060 13,646

特別利益   

固定資産売却益 7 9

投資有価証券売却益 0 4

関係会社株式売却益 38 －

補助金収入 12 18

受取保険金 25 －

特別利益合計 82 31

特別損失   

減損損失 ※1  92 ※1  391

災害による損失 261 －

固定資産除却損 110 78

固定資産処分損 300 －

投資有価証券評価損 0 150

事務所移転費用 121 －

和解金 225 －

その他 95 63

特別損失合計 1,206 684

税金等調整前当期純利益 10,936 12,993

法人税、住民税及び事業税 4,088 4,826

法人税等調整額 △541 △647

法人税等合計 3,546 4,179

少数株主損益調整前当期純利益 7,389 8,814

少数株主利益 70 30

当期純利益 7,319 8,784



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 7,389 8,814

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 601 2,835

為替換算調整勘定 △367 826

その他の包括利益合計 233 3,662

包括利益 7,622 12,477

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 7,559 12,431

少数株主に係る包括利益 63 45



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 17,742 17,742

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,742 17,742

資本剰余金   

当期首残高 15,113 15,113

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

自己株式処分差損の振替 0 0

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,113 15,113

利益剰余金   

当期首残高 54,129 57,813

当期変動額   

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 7,319 8,784

自己株式の消却 △1,954 －

自己株式処分差損の振替 △0 △0

その他 － 13

当期変動額合計 3,683 6,779

当期末残高 57,813 64,593

自己株式   

当期首残高 △1,310 △1,254

当期変動額   

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 1,954 －

当期変動額合計 56 △8

当期末残高 △1,254 △1,263

株主資本合計   

当期首残高 85,673 89,413

当期変動額   

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 7,319 8,784

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － －

自己株式処分差損の振替 － －

その他 － 13

当期変動額合計 3,740 6,771

当期末残高 89,413 96,185



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 4,588 5,189

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 601 2,835

当期変動額合計 601 2,835

当期末残高 5,189 8,025

為替換算調整勘定   

当期首残高 △1,677 △2,039

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △361 811

当期変動額合計 △361 811

当期末残高 △2,039 △1,227

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 2,910 3,150

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 240 3,647

当期変動額合計 240 3,647

当期末残高 3,150 6,798

少数株主持分   

当期首残高 588 643

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 48

当期変動額合計 54 48

当期末残高 643 691

純資産合計   

当期首残高 89,172 93,207

当期変動額   

剰余金の配当 △1,681 △2,018

当期純利益 7,319 8,784

自己株式の取得 △1,898 △9

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － －

自己株式処分差損の振替 － －

その他 － 13

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 294 3,695

当期変動額合計 4,034 10,466

当期末残高 93,207 103,674



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 10,936 12,993

減価償却費 6,445 5,867

減損損失 92 391

退職給付引当金の増減額（△は減少） 975 688

受取利息及び受取配当金 △705 △761

支払利息 247 123

固定資産売却損益（△は益） △7 △9

投資有価証券評価損益（△は益） 0 150

投資有価証券売却損益（△は益） △0 27

関係会社株式売却損益（△は益） △3 －

災害損失 261 －

移転費用 121 －

和解金 225 －

売上債権の増減額（△は増加） △2,015 △1,989

たな卸資産の増減額（△は増加） △922 △1,178

仕入債務の増減額（△は減少） 181 △379

その他 1,122 388

小計 16,954 16,314

利息及び配当金の受取額 702 758

利息の支払額 △252 △130

災害損失の支払額 △374 △28

移転費用の支払額 △33 △88

和解金の支払額 △225 －

法人税等の支払額 △5,057 △3,799

その他 25 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,739 13,025

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △122 △451

投資有価証券の売却による収入 0 36

関係会社株式の売却による収入 151 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,600 △5,922

有形及び無形固定資産の売却による収入 9 14

短期貸付金の純増減額（△は増加） 87 33

長期貸付けによる支出 △16 △4

長期貸付金の回収による収入 61 12

その他 △324 184

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,754 △6,098



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,448 △5,282

長期借入れによる収入 － 7,800

長期借入金の返済による支出 △4,743 △7,475

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1,898 △9

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △85 △127

配当金の支払額 △1,681 △2,016

少数株主への配当金の支払額 △5 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,964 △7,114

現金及び現金同等物に係る換算差額 △323 519

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △303 330

現金及び現金同等物の期首残高 6,822 6,518

現金及び現金同等物の期末残高 6,518 6,848



  該当事項はありません。  

   

    (会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ99百万円増加しております。 

  

  ※１ 減損損失 

 当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）  

   

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）  

  

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

（連結損益計算書関係）

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

愛知県知多郡武豊町  遊休資産  機械装置ならびに工具、器具及び備品等    92

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

愛知県知多郡武豊町  生産設備等 建物及び構築物等       391



１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の事業構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定

機関が、経営資源の配分の決定および業績評価のために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社は、取り扱う製品について国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を行っており、事業部門を基

礎とした「機能化学品事業」、「ライフサイエンス事業」、「化薬事業」を報告セグメントとしております。 

  「機能化学品事業」は、脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導

体、有機過酸化物、石油化学品、機能性ポリマー、機能性フィルム、電子材料、特殊防錆処理剤・防錆加工等を製

造、販売しております。 

  「ライフサイエンス事業」は、食用加工油脂、機能食品関連製品、ＭＰＣ関連製品、ＤＤＳ医薬用製剤原料等を

製造、販売しております。 

  「化薬事業」は、産業用爆薬類、宇宙関連製品、防衛関連製品等を製造、販売しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。なお、セグメント間の取引価格および振替価格は、主に

市場価格や製造原価に基づいております。 

（減価償却方法の変更） 

 当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度のセグメント利益が、「機能化学品事業」で49百万円、「ラ

イフサイエンス事業」で17百万円、「化薬事業」で27百万円、「その他事業」で２百万円、「調整額」で３百万円

それぞれ増加しております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、不動産販売および管理業務

等を含んでおります。 

  ２．調整額は以下のとおりであります。 

   (1)セグメント利益の調整額△944百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△943百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。   

   (2)セグメント資産の調整額26,620百万円には、セグメント間消去△8,666百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社資産35,286百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門

に係る資産であります。 

   (3)減価償却費の調整額484百万円は、全社資産に係る減価償却費であります。 

   (4)有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額121百万円は、全社資産の増加額であります。 

  ３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  報告セグメント
その他 

(注)１ 

（百万円）

合計 
(百万円) 

調整額
(注)２ 
(百万円) 

連結財務諸
表計上額 
(注)３ 
(百万円) 

  
機能化学
品事業 

（百万円） 

ライフサ
イエンス
事業 

（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高                 

(1)外部顧客への売上高  93,321  24,324  33,118  150,764  1,599  152,364  －  152,364

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 98  2,238  13  2,350  7,313  9,664  △9,664  －

計  93,420  26,563  33,131  153,115  8,913  162,029  △9,664  152,364

セグメント利益  6,774  3,186  2,062  12,023  83  12,106  △944  11,162

セグメント資産  62,860  19,744  44,320  126,925  2,710  129,635  26,620  156,255

その他の項目    

 減価償却費  3,289  881  1,712  5,883  78  5,961  484  6,445

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 3,827  358  1,903  6,089  78  6,167  121  6,288



 当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、不動産販売および管理業務

等を含んでおります。 

  ２．調整額は以下のとおりであります。 

   (1)セグメント利益の調整額△986百万円には、セグメント間取引消去36百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△1,023百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。   

   (2)セグメント資産の調整額22,042百万円には、セグメント間消去△16,784百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社資産38,826百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部

門に係る資産であります。 

   (3)減価償却費の調整額353百万円は、全社資産に係る減価償却費であります。 

   (4)有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額212百万円は、全社資産の増加額であります。 

  ３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

  報告セグメント
その他 

(注)１ 

（百万円）

合計 
(百万円) 

調整額
(注)２ 
(百万円) 

連結財務諸
表計上額 
(注)３ 
(百万円) 

  
機能化学
品事業 

（百万円） 

ライフサ
イエンス
事業 

（百万円）

化薬事業
（百万円）

計
（百万円）

売上高                 

(1)外部顧客への売上高  91,785  23,471  32,152  147,409  1,450  148,859  －  148,859

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 86  2,575  16  2,678  7,019  9,698  △9,698  －

計  91,872  26,046  32,168  150,088  8,470  158,558  △9,698  148,859

セグメント利益  7,112  3,824  2,262  13,199  129  13,328  △986  12,341

セグメント資産  68,331  20,003  50,629  138,965  3,000  141,965  22,042  164,007

その他の項目    

 減価償却費  3,041  799  1,606  5,447  66  5,514  353  5,867

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 2,901  451  1,911  5,264  28  5,292  212  5,504



前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

                             （単位：百万円） 

  

 当連結会計年度における連結売上高に占める、日本以外の地域への売上高の割合は19.6％であり、その

内アジアへの売上高は10.1％であります。 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものが

ないため、記載を省略しております。 

   

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

                             （単位：百万円） 

  

 当連結会計年度における連結売上高に占める、日本以外の地域への売上高の割合は20.8％であり、その

内アジアへの売上高は11.8％であります。 

 当連結会計年度より、管理方法の見直しにより間接的な輸出売上高は日本以外の地域への売上高として

集計しております。なお、前連結会計年度の２．地域ごとの情報（1）売上高において「日本」に表示し

ておりました4,545百万円は、「アジア」4,068百万円、「その他」476百万円として組み替えておりま

す。 

    

３．主要な顧客ごとの情報 

  外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものが

ないため、記載を省略しております。 

   

ｂ．関連情報

 日本 アジア その他 計 

   122,574  15,444    14,345  152,364

 日本 アジア その他 計 

   117,902  17,537    13,419  148,859



（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

 
  
  

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 504.52 円 561.37

１株当たり当期純利益金額 円 39.41 円 47.88

  
前連結会計年度

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日） 

当期純利益金額（百万円）  7,319  8,784

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円）  7,319  8,784

期中平均株式数（千株）  185,696  183,463

（重要な後発事象）



役員の異動 

＜就任予定日＞ 

 平成２５年６月２７日 

  

（１）新任取締役候補 

取 締 役    金澤 廣志 （現 執行役員 ライフサイエンス事業部長） 

  

（２）退任予定取締役 

取 締 役    服部  裕 （油化産業㈱取締役社長に就任予定） 

  

（３）退任執行役員 

         服部  裕 （現 専務執行役員、油化産業㈱取締役社長に就任予定） 

         早崎  泰 （現 執行役員 研究本部副本部長、当社顧問に就任予定） 

   

（４）平成２５年６月２７日開催の定時株主総会以降の取締役、監査役および執行役員体制は、次表のとおりで 

   あります。 

                                                 以上 

  

５．その他



平成２５年６月２７日開催の定時株主総会以降の取締役、監査役および執行役員体制 

  

１．取締役および監査役         （※）執行役員を兼務 

   （備考）同一役位内は、序列廃止・５０音順 

                           

２. 執行役員 

   （備考）同一役位内は、序列廃止・５０音順 

                                                 以上 

役 位 氏  名   

 代表取締役会長 大池 弘一   ※ 

 代表取締役社長 小林 明治   ※ 

 取締役 加藤 一成   ※ 

 取締役 金澤 廣志   ※ 

 取締役 菊地 文男   ※ 

 取締役 高橋 不二夫   ※ 

 取締役 長野 和郎   ※ 

 取締役 前田 一仁   ※ 

 取締役 宮道 建臣   ※ 

 取締役 小寺 正之  社外取締役 

 常勤監査役 大坪  啓    

 常勤監査役 藤郷 栄康    

 監査役 小松  豊  社外監査役 

 監査役 角倉 英司  社外監査役 

役 位 氏  名  委嘱事項

 会長執行役員 大池 弘一   

 社長執行役員 小林 明治   

 常務執行役員 菊地 文男 
中国プロジェクト本部長、設備・環境安全統括室長、資材部

門、システム部門管掌 

 常務執行役員 高橋  不二夫 研究本部長、化成部門、ディスプレイ材料部門管掌 

 常務執行役員 長野  和郎 防錆部門長、食品部門、ＩＲ・財務戦略管掌 

 常務執行役員 前田 一仁  
油化部門、ライフサイエンス部門、ＤＤＳ部門、経営企画部門

管掌 

 常務執行役員 宮道 建臣 化薬部門、人事・総務部門、経理部門管掌 

 執行役員 井上 賢吾 化成事業部長 

 執行役員 加藤 一成 経営企画室長 

 執行役員 金澤 廣志 ＤＤＳ事業部長 

 執行役員 黒川 孝一 大阪支社長 

 執行役員 後藤 義隆 資材部長 

 執行役員 椿  信之 油化事業部長 

 執行役員 出町 卓也 ディスプレイ材料事業部長 

 執行役員 林  俊行 食品事業部長 

 執行役員 町田 秀樹 化薬事業部長 

 執行役員 柳本 洋祐 日油商事㈱取締役社長 
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